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（１）経 緯

・阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、全国にわたる総合的な

地震防災対策を推進するため、地震防災対策特別措置法が

議員立法によって制定された。（平成７年７月）

・同法を基に行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の

責任体制を明らかにし、これを政府として一元的に推進す

るため、政府の特別の機関として「地震調査研究推進本部」

を設置。

○地震調査研究推進本部の構成

・本部長は文部科学大臣。本部員は関係府省の事務次官等。

・本部の下に関係省庁の職員及び学識経験者から構成される

｢政策委員会｣と｢地震調査委員会｣を設置。

（２）地震調査研究推進本部の役割

① 総合的かつ基本的な施策の立案

② 関係行政機関の予算等の調整

③ 総合的な調査観測計画の策定

④ 関係行政機関、大学等の調査結果等の収集、整理、分

析及び総合的な評価

⑤ 上記の評価に基づく広報

※政策委員会は①～③と⑤を、地震調査委員会は④を担当

※地震調査研究推進本部員：内閣官房副長官、内閣府事務次官、

総務事務次官、文部科学事務次官(本部長代理)、経済産業事務次官、

国土交通事務次官

地震調査研究推進本部（本部長：文部科学大臣）

連携

長期評価部会
強震動評価部会

調査観測、研究等の実施

（独）海洋研究

開発機構

（独）海洋研究

開発機構
（独）産業技術

総合研究所

（独）産業技術

総合研究所
（独）情報通

信研究機構

（独）情報通

信研究機構
（独）防災科学

技術研究所

（独）防災科学

技術研究所
（独）消防

研究所

（独）消防

研究所

調査観測、研究等の実施

文部科学省 国土地理院 気象庁 海上保安庁

（独）海洋研究

開発機構

（独）海洋研究
開発機構

（独）産業技術

総合研究所

（独）産業技術
総合研究所

（独）情報通

信研究機構

（独）情報通信
研究機構

（独）防災科学

技術研究所

（独）防災科学
技術研究所

国立大学法人

（独）消防

研究所

消防研究
センター

地震調査委員会政策委員会

国、地方公共団体等の防災対策

調査観測計画部会
予算小委員会
成果を社会に活かす部会
総合的かつ基本的な施策に関
する評価小委員会

調査観測データ、研究成果総合基本施策、調査観測計画

気象庁

地震調査研究推進本部について
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● 「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的
かつ基本的な施策－ 」（平成１１年４月２３日）

地震調査研究の基本的な方向性及び地震調査研究の効果的な推進及びその成果の活用のために必要な施策を示

したもの。また、今後、１０年程度にわたる地震調査研究推進の基本であるとともに、推進本部が行う予算等の事務の

調整、総合的な調査観測計画の策定、広報等の指針。

● 「地震に関する基盤的調査観測計画 」（平成９年８月２９日）

地震に関する総合的な調査観測計画の中核となる基盤的調査観測等についてとりまとめたもの。地震観測（高感

度地震計、広帯域地震計）、地震動（強震）観測、地殻変動観測（ＧＰＳ連続観測）、陸域及び沿岸域における活断層

調査（対象となる９８活断層を選定）等について、具体的な調査観測計画を提示。

● 「地震に関する基盤的調査観測計画の見直しと重点的な調査観測体制の整備について 」（平成１３年

８月２８日）

「地震に関する基盤的調査観測計画」策定以後の、地震に関する調査観測の現状を踏まえ、基盤的調査観測計画

について必要な見直しを行ったもの。海域における地震や地殻変動の観測体制の整備や地殻構造調査の必要性、

さらに「全国を概観した地震動予測地図」を踏まえた重点的な調査観測体制の整備の必要性等を提示。

● 「今後の重点的調査観測について（－活断層で発生する地震及び海溝型地震を対象とした重点的調
査観測、活断層の今後の基盤的調査観測の進め方－ 」（平成１７年８月３０日）

「全国を概観した地震動予測地図」の作成を受けて、強い揺れに見舞われる可能性が高い地域の特定の地震を対

象とした重点的調査観測の対象及び具体的な調査観測項目等について提示。さらに、基盤的調査観測としての活断

層の基準を満たすことが明らかになった活断層を対象とした追加調査、必ずしも信頼の高い結果が得られていない活

断層を対象とした補完調査の必要性について指摘。

地震調査研究推進本部がとりまとめた報告書

２



「全国を概観した地震動予測地図」について

地震調査研究の推進についての総合的かつ基本的な施策（平成１１年４月地震調査研究推進本部）地震調査研究の推進についての総合的かつ基本的な施策（平成１１年４月地震調査研究推進本部）
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地震活動の長期評価
主要９８断層帯で発生する地震や７海域における
海溝型地震の長期的な発生可能性の評価 強震動予測手法の検討

『『全国を概観した地震動予測地図全国を概観した地震動予測地図』』の作成の作成

平成７年の地震調査研究推進本部の発足以来、これまでの１０年の成果の集大成これまでの１０年の成果の集大成としてとりまとめたもの。
平成１７年３月公表、平成１８年９月改訂。

確率



三陸沖～房総沖の海溝寄り
津波地震

Mｔ8.2前後 20％程度
（特定海域では6％程度）
正断層型地震

M8.2前後 4％～7％
（特定海域では1％～2％）

伊那谷断層帯
(境界）M7.7程度 ほぼ0％～7％
(前縁）M7.8程度 ほぼ0％～6％

京都盆地－奈良盆地断層帯南部
（奈良盆地東縁断層帯）
M7.4程度 ほぼ0％～5％

根室沖
M7.9程度 30％～40％

海溝型地震 活断層で
発生する地震

【参考】 兵庫県南部地震 （阪神・
淡路大震災） を起こした六甲淡路
島断層帯（主部淡路島西岸区間「
野島断層を含む区間」）の地震発
生直前の確率

0.02％～8％

中央構造線断層帯
（金剛山地東縁－和泉山脈南縁）
M8.0程度 ほぼ0％～5％

森本・富樫断層帯
M7.2程度 ほぼ0％～5％

琵琶湖西岸断層帯
M7.8程度 0.09％～9％

三浦半島断層群
(主部：衣笠･北武断層帯）
M6.7程度もしくはそれ以上

ほぼ0％～3％
（主部：武山断層帯）

M6.6程度もしくはそれ以上
6％～11％

布田川・日奈久断層帯
（中部）M7.6程度 ほぼ0％～6％

富士川河口断層帯
M8.0程度（8.0±0.5） 0.2％～11％

神縄・国府津－松田断層帯
M7.5程度 0.2％～16％

高山・大原断層帯（国府断層帯）
M7.2程度 ほぼ0％～5％

山形盆地断層帯
M7.8程度 ほぼ0％～7％

山崎断層帯（主部南東部）
M7.3程度 0.03％～5％

上町断層帯
M7.5程度 2％～3％

その他の南関東の地震
M6.7～7.2程度 70％程度

日向灘のプレート間地震
（M7.6前後） 10％程度
（M7.1前後） 70％～80％

木曽山脈西縁断層帯
(主部南部）M6.3程度 ほぼ0％～4％

阿寺断層帯
(主部北部）M6.9程度 6％～11％

南海トラフ
（東南海）M8.1前後 60％～70％
（南海） M8.4前後 50％程度

秋田県沖
M7.5程度 3％程度以下

佐渡島北方沖
M7.8程度 3％～6％

境峠・神谷断層帯（主部）
M7.6程度 0.02％～13％

（各確率の起算日：2007年1月1日）

想定東海地震
M8.0 87％

（地震動予測地図作成時の参
考値）

別府－万年山断層帯 （大
分平野－由布院断層帯） （東
部）M7.2程度 0.03％～4％ （西
部）M6.7程度 2％～4％

雲仙断層群
（南西部：北部）M7.3程度 ほ

ぼ0％～4％

糸魚川－静岡構造線断層帯
（牛伏寺断層を含む区間）
M8程度（7 1/2～8 1/2)  14％

安芸灘～伊予灘～豊後水道の
プレート内地震

M6.7～7.4 40％程度

与那国島周辺
の地震

M7.8程度 30％程度

三陸沖北部
（M8.0前後）0.09％～9％
（M7.1～7.6） 90％程度

宮城県沖
M7.5前後 99%

石狩低地東縁断層帯
（主部） M7.9程度

0.05％～6％もしくはそれ以下

櫛形山脈断層帯
M6.8程度 0.3％～5％

庄内平野東縁断層帯
M7.5程度 ほぼ0％～6％

十勝沖
M8.1前後 0.06％～0.9％

砺波平野断層帯・呉羽山断層帯
（砺波平野断層帯東部）M7.3程度 0.05％～6％
（砺波平野断層帯西部）M7.2程度

ほぼ0％～3％もしくはそれ以上

黒松内低地断層帯 M7.3
程度以上 2％～5％以下

主な断層帯で発生する地震及び海溝型地震についての長期評価
（想定規模と今後30年以内に大地震が起こる確率）



地震・防災分野の研究開発の推進

○ スマトラ島沖大地震及び津波、新潟県中越地震をはじめ、国内外において大規模な自然災害が多発。

○ 「第３期科学技術基本計画」、「社会基盤分野推進戦略」「第３期科学技術基本計画」、「社会基盤分野推進戦略」等において、自然災害、特に地震に対する防災・減災に向けて、

科学技術を活用することの重要性を指摘。
○ 「骨太の方針２００６「骨太の方針２００６ 」」において、災害対策、特に首都直下地震に対する減災対策の取組等を推進することを明示。

地震調査研究の推進地震調査研究の推進 防災科学技術の研究開発の推進防災科学技術の研究開発の推進

背景背景

○○ 地震調査研究推進本部の方針に基づく地震観測網の整備地震調査研究推進本部の方針に基づく地震観測網の整備
（防災科学技術研究所等で整備）

○○ 主要な活断層、海溝型地震を対象主要な活断層、海溝型地震を対象
とした地震調査研究の推進とした地震調査研究の推進

・ 糸魚川－静岡構造線断層帯
・ 宮城沖地震
・ 東南海・南海地震 等

○○ 東南海地震の想定震源域における東南海地震の想定震源域における
海底地震・津波ネットワークの構築海底地震・津波ネットワークの構築

等等

○○ 実大三次元震動破壊実験施設実大三次元震動破壊実験施設
（Ｅ（Ｅ--ディフェンス）を用いた実験研究ディフェンス）を用いた実験研究

○○ 火山噴火予知、火山防災に関する火山噴火予知、火山防災に関する
研究開発研究開発

○○ 雪氷災害予測に関する研究開発雪氷災害予測に関する研究開発

○○ 土砂・風水害の発生予測に関する土砂・風水害の発生予測に関する
研究開発研究開発

等等

複雑なプレート構造の下で発生する首都直下地震の姿を明らかにし、また、耐震技術の向上や地震発生直後

の迅速な震災把握等までを含めた対応を行うことにより、地震による被害の大幅な軽減に資することを目指す。地震による被害の大幅な軽減に資することを目指す。

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（平成１９年度新規）首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（平成１９年度新規）

（防災科学技術研究所等で実施）

大型降雨実験施設

E-ディフェンス

５

平成19年度予算案 ：13,127百万円
（平成18年度予算額）：15,919百万円
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